
固定資産管理規程 
（平成１６年島大規則第４０号） 
（平成１６年４月１日制定） 
〔令和２年１２月２８日最終改正〕 

 
第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は，国立大学法人島根大学（以下「本学」という。）の有形固定資産，無

形固定資産及び投資その他の資産の取得，維持保全，運用及び処分等（以下「管理」と

いう。）に関する取扱いについて必要な事項を定め，業務の適正かつ円滑な運営を図ること

を目的とする。 
（適用範囲） 
第２条 有形固定資産及び無形固定資産の管理については，会計規則（平成１６年島大規則

３５号。）に定めるもののほか，この規程の定めるところによる。 
２ 投資その他の資産の管理については，別に定める。 
３ 知的財産権の管理については，固定資産台帳の登録及び登録の抹消を除き，別に定める

職務発明規程（平成１６年島大規則第１６号。）による。 

（固定資産） 

第３条 この規程において固定資産とは，次の各号に掲げるものをいう。ただし，償却

資産で取得価額が５０万円未満のものは除く。 
 一 有形固定資産 
 二 無形固定資産 
２ 有形固定資産とは，次の各号に掲げるものをいう。 

一 土地 
二 建物及び附属設備 
三 構築物（土地に定着する土木設備又は工作物をいう。以下同じ。） 
四 機械及び装置並びにその他の附属設備 
五 工具，器具及び備品。ただし，耐用年数 1 年以上のものに限る。 
六 図書 
七 美術品・収蔵品（標本を含む。以下同じ。） 
八 船舶及び水上運搬具 
九 車両その他の陸上運搬具 
十 建設仮勘定 
十一 その他の有形資産で流動資産又は投資たる資産に属しないもの 

３ 無形固定資産とは，特許権，借地権，地上権，商標権，実用新案権，意匠権，ソフ

トウェアその他これらに準ずるものをいう。 
（少額資産）  
第４条 前条第１項ただし書に規定する償却資産であっても，取得価額が１０万円以上



の償却資産で，１年以上使用が予定されているもの（以下「少額資産」という。）は，

この規程に基づいて管理するものとする。 
（定義） 
第５条 この規程において次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号の定めるとこ

ろによる。 
 一 固定資産等 固定資産及び少額資産 
 二 知的財産権 職務発明規程第２条第１号に定める権利 
 三 取得 固定資産等を購入，製作又は自家建設，寄附，交換，出資等により所有又

は占有すること 
四 維持保全 固定資産等の権利の保全及び修繕等を行うこと 
五 運用 固定資産等の実施許諾，貸付及び移管等を行うこと 
六 保管 固定資産等の使用目的に沿って的確に維持すること 
七 移管 固定資産管理責任者の間において固定資産等の所属を変更すること 

  
八 処分 固定資産等の売却，交換，除却，譲与等を行うこと  
九 改良 既存の固定資産に，その運用に必要な工作を施し，当該資産の価値・能力

を増加させること 
十 実査 固定資産について実地調査を行い，現物及び運用を確認すること 

（固定資産等の総括）  
第６条  学長は，次の各号に掲げる業務を総括する。  
一 固定資産等の取得 

二 固定資産等の維持保全 

三 固定資産等の運用及び処分 

四 管理台帳の記録及び保管 

五 固定資産等の会計処理 

六 その他固定資産等の管理に関し重要な事項の決定 

２ 学長は，固定資産管理責任者（会計規程第８条に規定する予算責任者をもって充て

る。）に前項の業務の一部を行わせることができる。 
３ 学長は又は固定資産管理責任者は，他の職員に第１項に係る事務を行わせることが

できる。 
（固定資産管理責任者） 
第７条 固定資産管理責任者は，前条第２項の規定により，次の各号に掲げる業務を行

う。 
 一 固定資産等の維持保全 
  ア 適正な使用及び保管状況を明らかにすること 
  イ 建物及び附属設備の監守計画の作成に関すること 

ウ 権利侵害の調査，報告及び必要な措置を講ずること 
  エ 火災，盗難，滅失，破損等の事故防止を図ること 



  オ その他固定資産等の維持保全に関すること 
 二 固定資産等の運用及び処分 
  ア 移管に関すること 

イ 少額資産の処分の決定及び引渡しに関すること 
ウ 固定資産の処分の検討及び報告に関すること 

三 減損の兆候の調査 
四 固定資産の実査及び報告 

 五 その他，固定資産等の管理に必要な業務 
２ 固定資産管理責任者は，必要に応じて，所属の職員（教員にあっては担当する教員。

以下「使用責任者」という。）に業務の一部を行わせることができる。 
（使用責任者）  
第８条 前条第２項の規定に基づく使用責任者の業務は，固定資産管理責任者が別に定

める。 
２ 使用責任者は，自らが使用者になることを妨げない。 
（使用者の義務）  
第９条 固定資産等の使用者は，善良なる管理者の注意義務をもって使用しなければな

らない。 
（台帳の種類等）  
第１０条 学長は，次の各号に掲げる管理台帳を備え，固定資産等の保管状況を把握しな

ければならない。     
一 資産台帳 

二 図書資産台帳 

三 貸付台帳 
２ 管理台帳は，別に定める分類に基づいて記録を行う。 
３ 管理台帳の保存期間は，次の各号に掲げる台帳の区分毎に，それぞれ当該各号に定める

ところによる。ただし，処分した固定資産等については，登録を抹消後５年とする。 
 一 資産台帳     永久保存 
 二 図書資産台帳   永久保存 
 三 貸付台帳     貸付終了後５年保存 
第２章 取得 

（取得の報告） 
第１１条 学長は，固定資産等を取得したときは，速やかに管理台帳に登録し，固定資産管

理責任者に取得の通知をしなければならない。  
（取得価額） 
第１２条 前条に規定する管理台帳に登録する固定資産等の取得価額は，次の各号の一に該

当する価額による。 
一 購入したものは購入代価及び付随費用 

二 自家建設したものは適正な原価計算により算定した原価 



三 寄附及び出資により取得したものは再調達価額 

四 等価交換により取得したものは交換に供した資産の時価若しくは適正な簿価 
第３章 維持保全  

（使用） 
第１３条 固定資産管理責任者は，常に使用責任者及び使用者を把握し，固定資産等の

使用及び保管状況を明らかにしなければならない。 
（権利の保全）  
第１４条 学長は，第三者に対抗するため，土地，建物等の登記及び車両，船舶等の登録（以

下「登記等」という。）の必要がある場合は，関係法令の定めるところにより，取得後速や

かに登記等を行わなければならない。  
２ 前項の登記等の記載事項に変更が生じたときは，遅滞なく変更の手続を行わなければな

らない。 

（権利侵害の調査及び措置） 
第１５条 固定資産管理責任者は，固定資産等の不正使用等の権利侵害について調査を

実施し，その事実が明らかになったときは，速やかに学長に報告しなければならない。 
２ 学長は，前項の報告を受けたときは，必要な措置を講じなければならない。 
（滅失，破損，盗難）  
第１６条 固定資産管理責任者は，固定資産等について，滅失，破損又は盗難の事実を発見

したときは，直ちに学長に報告するとともに，現況を調査し，業務上の障害の発生又は損

害の増大等の防止に努めなければならない。 
第４章 運用 
（移管）  
第１７条 固定資産の移管をしようとするときは，移管元の固定資産管理責任者は，学

長の承認を得なければならない。  
２ 少額資産については，固定資産管理責任者間の協議が成立したときは，これを移管

することができる。 
３ 移管元の固定資産管理責任者は，第１項の承認を得た固定資産及び第２項の協議が

成立した少額資産を移管したときは，学長に報告しなければならない。 
４ 学長は，前項の報告を受けたときは，速やかにこれを管理台帳に登録しなければな

らない。 
（貸付）  
第１８条 固定資産等は，本学の業務に支障がない限りにおいて，本学以外の者に対し貸し

付けることができる。 
（実施許諾）  
第１９条 削除 
第５章 処分等 
（処分）  
第２０条 学長は，固定資産等の維持保全又は運用ができないと認めた場合は，これを



処分することができる。 
（登録の抹消）  
第２１条 学長は，固定資産等を処分したときは，速やかに管理台帳から登録の抹消を

行わなければならない。 
第６章 固定資産の会計処理 
（建設仮勘定） 
第２２条 工事契約等に基づいて新設，増設又は改良するためであって事業の用に供す

る前に行ったすべての支出は建設仮勘定とし，事業の用に供した後，遅滞なく該当科

目に振替整理しなければならない。 
２ その他仮勘定として処理する必要がある支出は，前項に準じて取扱う。 
（資本的支出及び修繕費）  
第２３条 固定資産の性能の向上又は耐用年数を延長するために要した支出は，これをその

固定資産の価額に加算する。ただし，５０万円未満の支出はこの限りでない。 
２ 固定資産の維持保全又は原状回復のための支出及び前項ただし書による支出は，修繕費

として処理する。 
（減価償却の方法） 
第２４条 償却資産における減価償却の開始は，その資産を取得し，使用を開始した月をもって開

始月とする。  
２ 減価償却の計算方法は，定額法による。 

３ 有形固定資産の残存価額は備忘価格とし，無形固定資産は零とする。 

４ 減価償却の基準となる耐用年数は，法人税法（昭和４０年法律第３４号）に定めると

ころによる。ただし，受託研究費等により特定の研究及び事業の目的のために取得した償

却資産で，他の目的での使用を予定していないものについては，当該研究及び事業終了ま

での期間を耐用年数とする。 

５ 中古資産を寄附等により取得した場合は，減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める簡便な方法により耐用年数を算出する。 

６ 耐用年数の見積もりに当たって予見することのできなかった新技術の発明等の外的事情によ

り，固定資産が機能的に著しく減価した場合は，この事実に対応して臨時に減価償却を行わなけ

ればならない。 
（減損処理の基準） 
第２４条の２  有形固定資産及び無形固定資産の減損処理は，次の各号に揚げるもの

を除き，別に定める方法により行わなければならない。 

一 以下の基準を全て満たすもの 

ア 「機械及び装置並びにその他の附属設備」，「工具，器具及び備品」，「船舶

及び水上運搬具」，「車両その他の陸上運搬具」,又は「無形固定資産（償却資

産のみ）」のいずれか 

イ 取得価額５千万円未満 

ウ 耐用年数１０年未満 

二 前号の基準の全ては満たしていないが重要性に乏しい以下のもの 



ア 金属製の事務机、金庫等 

イ  代替可能性のある収蔵品等 

ウ 図書（教育研究用のもの） 

エ 上記以外で取得価格が５００万円未満の工具，器具及び備品 

オ 帳簿価格が備忘価格の固定資産 

（評価減）  
第２５条 災害，事故等の偶発的事情によって固定資産の一部が滅失した場合は，その

滅失部分に相当する価額を当該資産の台帳価額から減額しなければならない。 
第７章 その他 
（実査）  
第２６条 固定資産管理責任者は，固定資産について，毎事業年度，定期に当該資産の実査

を行い，学長にその管理状況を報告しなければならない。 
２ 固定資産管理責任者は，管理台帳と現品の照合に差異を認めたときは，その原因

を調査し学長に報告をするとともに，差異の原因について対策を講じ，再発の防止

に努めなければならない。 

３ 学長は，前項の報告を受けたときは，必要な措置を講じなければならない。 
（借用資産）  
第２７条 本学が借用する固定資産については，管理台帳を設ける等固定資産に準じた

取扱をするものとする。ただし，一時借用については，これを省略することができる。 
第８章 雑則 
（委任）  
第２８条 この規程の実施について必要な事項は，別に定める。 
（改廃）  
第２９条 この規程の改廃は，学長が行う。 

 
附 則 

（施行日） 

１ この規則は平成１６年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 国立大学法人島根大学の成立の際，国から出資された償却資産については，第３条ただ

し書の規定は適用しない。 

附 則（平成１８年３月２２日一部改正） 

この規則は，平成１８年３月２２日から施行する。 

附 則（平成３０年３月２０日一部改正） 

この規則は，平成３０年４月１日から施行する。 

  附 則（令和２年９月２３日一部改正） 

この規則は，令和２年９月２３日から施行する。 

  附 則（令和２年１２月２８日一部改正） 



この規則は，令和３年１月１日から施行する。 


